
 

●幹事会における提言の審議の手順について 

                                                 

平 成 ２ ９ 年 １ ２ 月 ２ ２ 日  

                                                日本学術会議第 258回幹事会申合せ  

 

 

 幹事会における提言の審議は、以下に定める要領に従って行うものとする。 

 

 

１ 分科会から提出された提言の案についてはその分科会が置かれる委員会及び科学的助

言等対応委員会が、委員会から提出された提言等の案については科学的助言等対応委員

会が、それぞれ責任をもって査読する。表出主体が複数ある場合の査読の手順に関する

事項は、別途幹事会で決定する。 

 

２ 事務局は、原則、幹事会開催の１４日前までに幹事会の構成員に提言案を送付する。 

   

３ 事務局は、幹事会からの意見に基づき、別紙様式に沿って指摘事項一覧案を作成する。 

 

４ 上記１の査読分担に従い、当該委員会は、指摘事項一覧案の確認を行う。 

 

５ 事務局は、確認を経た指摘事項一覧を、提言の案を作成した委員会又は分科会（以下

「作成委員会又は分科会」という。）に送付する。 

 

６ 作成委員会又は分科会は、修正を行った提言の案及び指摘事項一覧に対する回答を事

務局に送付する。事務局は、これを幹事会の構成員に送付する。 

 

７ 幹事会の構成員は、修正を行った提言の案及び指摘事項一覧に対する回答に基づき、

自己の指摘に対する修正がなされているか確認し、必要に応じて追加的な指摘を行う。

これらの指摘は事務局が取りまとめ、作成委員会又は分科会に送付する。 

 

８ 上記の過程を経て、指摘を行った全ての構成員が了解した後、会長が最終確認を行う

（会長が作成委員会又は分科会の委員を務める場合の最終確認者は、別途幹事会が指名

する。）。 

 

９ 会長から最終確認が得られた後、事務局は所要の公表手続きを行う。 

 

１０ 勧告、答申、要望、声明及び回答にあっては、提言に準じることを原則とし、必要

に応じ、幹事会において特例的な扱いを定める。 

 

附 則（平成３１年４月２４日日本学術会議第２７７回幹事会決定） 



この決定は、元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行の日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月２６日日本学術会議第２８８回幹事会決定） 

この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（令和３年１２月２４日日本学術会議第３２０回幹事会決定） 
この決定は、日本学術会議会則の一部を改正する規則（令和３年日本学術会議規則第１号）

の施行の日（令和４年１月１日）から施行する。 
 


